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北ふ頭地区 南ふ頭地区

一部変更
対象箇所

中央ふ頭地区

R03.2撮影

外港地区

常陸那珂港IC

臨港道路

常陸那珂有料道路
北関東自動車道に直結、
群馬県太田市まで140km 

茨城港（常陸那珂港区）の概要

○港湾管理者は茨城県、港湾背後はひたちなか市及び東海村。昭和58年に重要港湾に指定。

常陸那珂港区

臨港道路
国道・県道・市道
自動車専用道路

＜凡例＞

対象地区



【中央ふ頭地区】
○北ふ頭及び中央ふ頭の既定計画では、産業機械の貨物量増加に対応できないため、中央ふ頭地区に埠頭用地を

確保し、港湾機能の強化を図る。
○中央ふ頭C-E岸壁の既定計画を見直し、大型外貿RORO船が接岸可能となるよう岸壁を延伸する。
○背後用地に立地する工場からの大型の産業機械の輸送を促進するため、交通機能の効率化を図る。

茨城港（常陸那珂港区）港湾計画一部変更 前回改訂：H21年3月（目標年次：H30年代前半）
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【利用状況】 【今回計画】

臨港道路２号線 交通機能用地 臨港道路２号線 交通機能用地

臨港道路3号線
交通機能用地

区間B
臨港道路3号線
交通機能用地

区間B

受入能力（岸壁・用地）
の不足
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計画変更内容

【港湾環境整備施設計画及び土地利用計画】
緑地 1.3ha ⇒ 1.3ha ※配置の変更

［既定計画の変更計画］

【中央ふ頭地区】
○既定計画に定めた大型パルプ船の利用が見通せなくなっており、一方で、産業機械貨物需要の増加が見込まれて

いることから、公共埠頭計画、水域施設計画及び土地利用計画を変更する。
○産業機械の将来需要に対応する埠頭用地を確保する必要があるため、緑地を埠頭用地に変更する。これに伴い、

緑地の面積を確保するため、港湾関連用地及び交通機能用地の土地利用計画を変更する。
○既定計画の臨港道路3号の配置を変更する。これに伴い、港湾関連用地及び工業用地の土地利用計画を変更する。

【公共埠頭計画】
C-E岸壁（-15ｍ）1Ｂ 300ｍ（貨物船用）
⇒C-E岸壁（-14ｍ）1Ｂ 330ｍ（ＲＯＲＯ船用）

［既定計画の変更計画］

【土地利用計画】
埠頭用地 9.0ha ⇒ 10.3ha

［既定計画の変更計画］

【水域施設計画】
航路・泊地（‐15ｍ）⇒（-14ｍ）
泊地（-15ｍ）⇒（-14ｍ）

［既定計画の変更計画］

【土地利用計画】 ※青枠箇所（交通機能用地除く）

港湾関連用地 62.7ha ⇒ 68.2ha
工業用地 6.2ha ⇒    0ha

［既定計画の変更計画］

埠頭用地
9.0ha

【土地利用計画】
交通機能用地(3号線区間A) 7.9ha ⇒  7.8ha
交通機能用地(2号線) 11.8ha ⇒  11.3ha

［既定計画の変更計画］

【既定計画】 【今回計画】



テーマ 変更概要

基本方針

Ⅰ 港湾の開発、利用及び保全の方向に関する事項
Ⅱ 港湾の配置、機能及び能力に関する基本的

な事項

産業
機械
輸出

産業機械の貨物量
の増加及びRORO
船の大型化に対応
するため、港湾機
能の強化を図る。

１ 特に戦略的に取り組む事項
（１）我が国の産業と国民生活を支える海上輸送網の構築と物流空間の形成

①グローバルバリューチェーンを支える国際海上輸送網の構築と物流機能の強化

＜アジア地域との近距離シャトル航路等の戦略的強化＞
 国内主要港においてアジア地域との貨物輸送需要を踏まえたコンテナ

シャトル航路や国際フェリー・RORO航路等に対応した港湾機能の強化

• 連続直線バースによるコンテナ船及び国際
フェリー・RORO船の機動的運用

交通機能の効率化
を図るとともに、土
地利用の再編を行
う。

④我が国及び地域の基幹産業・地場産業を支える物流機能の強化と港湾空間の形成

 我が国及び地域の基幹産業・地場産業を維持し、民間投資及び雇用を
誘発するための港湾機能の強化並びに内陸部との連携強化

 物流機能・産業空間の新たなニーズに柔軟に対応する港湾空間の利用
再編・再開発の推進

• 産業動向、船舶の大型化等の輸送形態の変
化、荷役に係るニーズ等への対応

• 港湾の特性を活かした大型特殊貨物の円滑
な輸送の確保

• 産業空間の再配置及び利便性向上のための
臨海部用地の政策的な誘導・供給

災害時における産
業機械などの幹線
貨物の輸送の拠点
を維持するため、
大規模地震対策施
設計画を変更し、
整備する岸壁の耐
震化を行う。

１ 特に戦略的に取り組む事項
（２）観光立国と社会の持続的発展を支える港湾機能の強化と港湾空間の利活用

②観光振興及び賑わい創出に資する港湾空間の利活用

 災害時における緊急物資や、国際海上コンテナをはじめとする幹線貨物
の一連の輸送ルートの構築及び航路等の啓開体制の強化

 災害時等における緊急物資輸送、市民の生活支援、避難誘導、水際対
策等に迅速に対応するため、平常時から必要な情報を共有・利活用でき
る体制、災害等発生後に被災状況、インフラの利用可否等の情報等を
遅滞なく提供できる体制等の構築

 港湾及び港湾背後地での社会経済活動の安全性・継続性の確保のた
めの地震・津波・高潮・暴風等に対する防災・減災対策

• 幹線貨物輸送の拠点となる岸壁、荷役機械、
道路等の耐震強化
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基本方針との適合


